
  （財）財務会計基準機構会員

 

平成16年12月期 個別財務諸表の概要 平成17年２月17日

上場会社名 株式会社アルプス技研 上場取引所 東証第一部

コード番号 ４６４１ 本社所在都道府県 神奈川県

(URL　http://www.alpsgiken.co.jp)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　池松　邦彦

問合せ先責任者　役職名 専務取締役管理本部長 氏名　岡部　博 ＴＥＬ （042）774　－3333

決算取締役会開催日 平成17年２月17日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成17年３月25日 単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）

１．平成16年12月期の業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）

(1)経営成績 （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月期 17,007 17.9 1,286 35.0 1,327 36.2

15年12月期 14,429 16.3 952 19.7 974 18.5

 当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年12月期 619 120.3 58 00 57 38 10.9 13.4 7.8

15年12月期 281 42.1 40 34 40 25 5.2 10.3 6.8

(注) ①期中平均株式数 16年12月期 9,769,821株 15年12月期 5,932,399株

 ②会計処理の方法の変更 無

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2)配当状況  

 
１株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本

配当率 中間 期末

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

16年12月期 35 00 0 00 35 00 341 55.2 5.8

15年12月期 30 00 0 00 30 00 177 63.1 3.3

(3)財政状態  

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月期 9,992 5,883 58.9 596 86

15年12月期 9,784 5,452 55.7 914 67

(注) ①期末発行済株式数 16年12月期 9,768,972株 15年12月期 5,914,961株

 ②期末自己株式数 16年12月期 131,448株 15年12月期 75,294株

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日～平成17年12月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 8,480  550  290  － － 　― 　―

通　期 17,850  1,420  745  　― 20 00 20 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）  76円 26銭

(注)上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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５．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表

第23期
（平成15年12月31日現在）

第24期
（平成16年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ．流動資産

１．現金及び預金 452,819 365,956

２．受取手形 266,569 231,106

３．売掛金 ※１ 2,243,978 2,450,215

４．商品 995 －

５．仕掛品 201,524 281,272

６．貯蔵品 3,012 2,126

７．前払費用 117,585 131,459

８．繰延税金資産 194,339 237,070

９．関係会社短期貸付金 159,920 218,535

10．未収入金 6,100 4,167

11．その他 3,719 14,636

　　貸倒引当金 △13,311 △12,966

流動資産合計 3,637,252 37.2 3,923,580 39.3

Ⅱ．固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 2,211,553 2,224,926

減価償却累計額 437,354 1,774,198 514,964 1,709,961

２．構築物 100,236 101,666

減価償却累計額 34,490 65,745 40,992 60,673

３．機械及び装置 5,432 5,432

減価償却累計額 2,818 2,614 3,281 2,151

４．車両運搬具 42,952 44,633

減価償却累計額 36,515 6,437 22,365 22,267

５．工具、器具及び備品 350,001 377,054

減価償却累計額 250,752 99,248 258,874 118,179

６．土地 1,606,858 1,607,078

有形固定資産合計 3,555,104 36.3 3,520,313 35.2

(2）無形固定資産

１．営業権 36,745 27,558

２．ソフトウェア 75,350 140,863

３．電話加入権 6,949 6,949

４．その他 2,333 2,105

無形固定資産合計 121,378 1.2 177,476 1.8
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第23期
（平成15年12月31日現在）

第24期
（平成16年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 337,949 343,368

２．関係会社株式 922,351 750,851

３．関係会社出資金 15,000 25,000

４．関係会社社債 30,000 30,000

５．長期前払費用 4,743 1,951

６．繰延税金資産 431,440 490,654

７．敷金・差入保証金 135,110 118,004

８．会員権 9,860 9,660

９．保険積立金 89,691 100,948

10．賃貸固定資産 670,947 683,804

減価償却累計額 181,292 489,654 188,434 495,370

11．破産更生債権等 1,230 169

12．その他 4,910 4,910

　　貸倒引当金 △1,230 △169

投資その他の資産合計 2,470,712 25.3 2,370,720 23.7

固定資産合計 6,147,195 62.8 6,068,509 60.7

資産合計 9,784,448 100.0 9,992,089 100.0
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第23期
（平成15年12月31日現在）

第24期
（平成16年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ．流動負債

１．買掛金 150,589 104,230

２．短期借入金 1,239,870 1,149,980

３．１年内返済予定の長期借
入金

255,000 145,000

４．未払金 440,236 583,480

５．未払費用 281,948 296,907

６．未払法人税等 377,250 363,971

７．未払消費税等 207,442 235,633

８．前受金 － 15,524

９．預り金 ※１ 268,653 233,367

10．前受収益 3,433 3,233

11．賞与引当金 372,420 399,420

12．その他 2,834 2,339

流動負債合計 3,599,678 36.8 3,533,088 35.4

Ⅱ．固定負債

１．長期借入金 145,000 －

２．退職給付引当金 388,076 350,933

３．役員退任慰労引当金 187,677 207,048

４．その他 11,791 17,273

固定負債合計 732,545 7.5 575,255 5.7

負債合計 4,332,224 44.3 4,108,343 41.1
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第23期
（平成15年12月31日現在）

第24期
（平成16年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）

Ⅰ．資本金 ※２ 1,526,387 15.6 1,530,952 15.3

Ⅱ．資本剰余金

(1）資本準備金 1,963,875 1,968,440

(2）その他資本剰余金

１．自己株式処分差益 74 429

資本剰余金合計 1,963,950 20.1 1,968,870 19.7

Ⅲ．利益剰余金

(1）利益準備金 190,000 190,000

(2）任意積立金

１．買換資産圧縮特別勘定
積立金

10,667 10,377

２．別途積立金 1,360,000 1,370,667 1,410,000 1,420,377

(3）当期未処分利益 428,504 779,021

利益剰余金合計 1,989,171 20.3 2,389,399 23.9

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 23,238 0.2 52,972 0.5

Ⅴ．自己株式 ※５ △50,524 △0.5 △58,449 △0.5

資本合計 5,452,223 55.7 5,883,746 58.9

負債・資本合計 9,784,448 100.0 9,992,089 100.0
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(2) 損益計算書

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高

１．技術提供収入 14,425,931 16,994,685

２．商品売上 282 －

３．その他 3,290 14,429,504 100.0 12,815 17,007,500 100.0

Ⅱ．売上原価

(1）技術提供原価 11,356,228 13,260,591

(2）商品売上原価

１．商品期首たな卸高 5,406 995

２．他勘定への振替高 ※１ － 995

３．商品期末たな卸高 995 4,410 － －

売上原価合計 11,360,638 78.7 13,260,591 78.0

売上総利益 3,068,866 21.3 3,746,908 22.0

Ⅲ．販売費及び一般管理費

１．役員報酬 163,562 177,325

２．役員退任慰労引当金繰入
額

11,612 21,676

３．従業員給与 666,288 787,579

４．賞与 124,137 168,011

５．賞与引当金繰入額 13,320 15,300

６．退職給付費用 14,385 17,316

７．法定福利厚生費 145,547 170,325

８．募集費 58,489 95,825

９．旅費交通費 109,596 137,983

10．地代家賃 115,678 118,525

11．支払手数料 107,107 140,669

12．賃借料 4,279 4,395

13．減価償却費 195,914 159,925

14．貸倒引当金繰入額 10,821 －

15．その他 375,471 2,116,211 14.7 445,650 2,460,511 14.4

営業利益 952,654 6.6 1,286,397 7.6
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第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ．営業外収益

１．受取利息 ※２ 4,303 3,206

２．有価証券利息 490 451

３．受取配当金 ※２ 5,374 12,685

４．受取助成金 1,090 9,269

５．賃貸料 ※２ 31,091 30,169

６．為替差益 － 1,004

７．その他 19,407 61,757 0.4 27,757 84,544 0.5

Ⅴ．営業外費用

１．支払利息 15,972 11,591

２．賃貸原価 ※３ 7,825 22,392

３．為替差損 13,941 －

４．新株発行費 － 8,413

５．その他 2,441 40,180 0.2 1,511 43,910 0.3

経常利益 974,231 6.8 1,327,031 7.8

Ⅵ．特別利益

１．固定資産売却益  ※４ － 774

２．関係会社株式売却益 26,464 －

３．投資有価証券売却益 － 11,050

４．貸倒引当金戻入益 － 26,464 0.2 545 12,369 0.1

Ⅶ．特別損失

１．固定資産売却損 ※５ 8,010 111

２．固定資産除却損 ※６ 2,713 2,414

３．関係会社株式評価損 279,500 130,000

４．投資有価証券評価損 36,559 38,278

５．会員権評価損 4,876 200

６．保険解約損 2,502 779

７．たな卸資産評価損 ※１ － 995

８．役員退任慰労引当金繰入
額

※７ 64,198 －

９．調停和解金 － 398,361 2.8 6,423 179,203 1.1

税引前当期純利益 602,333 4.2 1,160,197 6.8

法人税、住民税及び事業
税

565,929 662,722

法人税等調整額 △244,910 321,019 2.2 △122,201 540,520 3.2

当期純利益 281,314 2.0 619,677 3.6

前期繰越利益 147,190 159,344

当期未処分利益 428,504 779,021
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Ａ．技術提供原価明細書

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ．材料費 469,949 4.1 1,050,757 7.9

Ⅱ．労務費 10,447,758 90.9 11,543,277 86.5

Ⅲ．経費 ※２ 577,102 5.0 746,304 5.6

当期総技術提供費用 11,494,811 100.0 13,340,339 100.0

期首仕掛品たな卸高 62,941 201,524

合計 11,557,752 13,541,864

期末仕掛品たな卸高 201,524 281,272

技術提供原価 11,356,228 13,260,591

（注）

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．原価計算の方法

実際原価による個別原価計算を採用しております。

派遣型業務　　派遣先別

請負型業務　　製番別

１．原価計算の方法

同左

※２．経費のうち主な内訳は次のとおりであります。 ※２．経費のうち主な内訳は次のとおりであります。

外注費 473,613千円 外注費 606,371千円
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(3) 利益処分計算書

第23期
（株主総会承認日
平成16年３月25日）

第24期
（株主総会承認日
平成17年３月25日（案））

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ．当期未処分利益 428,504 779,021

Ⅱ．任意積立金取崩額

１．買換資産圧縮特別勘定積
立金取崩額

289 289 289 289

合計 428,793 779,311

Ⅲ．利益処分額

１．配当金 177,448 341,914

２．役員賞与金 42,000 53,000

（うち監査役賞与金） (2,000) (2,300)

３．任意積立金

(1）別途積立金 50,000 269,448 50,000 444,914

Ⅳ．次期繰越利益 159,344 334,397

１株当たり配当金の内訳  

15年12月期 16年12月期

年間 中間 期末 年間 中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 30 00  － 30 00 35 00  － 35 00

（内訳）             

普通配当 20 00  － 20 00 20 00  － 20 00

記念配当 10 00  － 10 00 15 00  － 15 00

特別配当  －  －  －  －  －  －

- 9 -



重要な会計方針

項目
第23期

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

当期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

移動平均法による原価法

(1）商品

同左

(2）原材料

移動平均法による原価法

(2）原材料

同左

(3）仕掛品

個別法による原価法

(3）仕掛品

同左

(4）貯蔵品

最終仕入原価法

(4）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

建物・構築物

……定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　　15～47年

構築物　　　　　　　　　10～20年

(1）有形固定資産

建物・構築物

同左

上記以外

……定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

機械及び装置　　　　　　５～18年

車両運搬具　　　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　　　３～20年

上記以外

同左

(2）無形固定資産

……定額法

なお、主な耐用年数又は償却期間は

次のとおりであります。

営業権　　　　　　　　　　　５年

自社利用のソフトウェア　　　５年

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

……定額法

(3）長期前払費用

同左

(4) 賃貸固定資産

……定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物・構築物　　　　　　10～47年

(4) 賃貸固定資産

同左
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項目
第23期

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

４．繰延資産の処理方法 新株発行費は支出時に全額費用として処

理しております。

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、そ

の支給見込額のうち、当期の費用とすべ

き額を見積計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

確定給付型退職給付制度廃止日におけ

る退職金未払額を計上しております。

　なお、当該退職金未払額は確定してお

りますが、従業員の退職時に支給するた

め、「退職給付制度間の移行等の会計処

理に関する実務上の取扱い（実務対応報

告第２号）」を適用し、引き続き「退職

給付引当金」として計上しております。

(3）退職給付引当金

　　　　　　 同左

(4）役員退任慰労引当金

役員の退任慰労金の支給に備えるため、

役員退任慰労金内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(4）役員退任慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理方法

同左
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会計処理の変更

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．１株当たり情報

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。これによる影響につ

いては（１株当たり情報）に関する注記に記載しており

ます。

 　　　　　　　　　──────

 

２．貸借対照表

「財務諸表等規則」の改正により当事業年度から「資

本準備金」は「資本剰余金」の内訳として、「利益準備

金」「任意積立金」「当期未処分利益」は「利益剰余

金」の内訳として表示しております。

 　　　　　　　　　──────

 

表示方法の変更

第23期
（自　平成15年１月１日

至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

　　　　　　　　　　 ────── （損益計算書関係）

　前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りました「新株発行費」は、営業外費用の10/100を超え

ることとなったため、区分掲記しております。

　なお、前期における新株発行費の金額は2,116千円で

あります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第23期
（平成15年12月31日現在）

第24期
（平成16年12月31日現在）

※１．関係会社に対する資産・負債として、区分掲記した

もののほか、主なものは次のとおりであります。

※１．関係会社に対する資産・負債として、区分掲記した

もののほか、主なものは次のとおりであります。

預り金 100,000千円 売掛金 201,692千円

※２．授権株式数　　　普通株式 12,000,000株

発行済株式総数　普通株式 5,990,255株

※２．授権株式数　　　普通株式 18,000,000株

発行済株式総数　普通株式 9,900,420株

３．配当制限

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されている金額は23,238千円であ

ります。

３．配当制限

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されている金額は52,972千円であ

ります。

４．偶発債務

保証債務

以下の会社の金融機関からの借入金等に対する保

証

４．偶発債務

保証債務

以下の会社の金融機関からの借入金等に対する保

証

㈱アルネス情報システムズ 222,250千円

㈱サイエンスシステム 14,263

ALTECH SHINE CO.,LTD. 3,261

ディスクウエア㈱ 130,000

計 369,774

㈱アルネス情報システムズ 60,000千円

㈱サイエンスシステム 3,894

ALTECH SHINE CO.,LTD. 1,030

ディスクウエア㈱ 126,250

計 191,175

※５．自己株式の数

当社が保有する自己株式の数は、普通株式75,294

株であります。

※５．自己株式の数

当社が保有する自己株式の数は、普通株式131,448

株であります。

（損益計算書関係）

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

 ※１．　　　　　　　──────

 

※２．関係会社との主な取引は次のとおりであります。

 ※１．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

特別損失への振替 995千円

※２．関係会社との主な取引は次のとおりであります。

受取利息 3,868千円

賃貸料 5,793

受取利息 2,655千円

受取配当金 7,800 

賃貸料 5,534

※３．旧本社の土地・建物等の賃貸に係わる原価でありま

す。

※３.　　　　　　　　　同左

※４．　　　　　　　────── ※４．固定資産売却益の内訳

 車両運搬具売却益 774千円

   

※５．固定資産売却損の内訳 ※５．固定資産売却損の内訳

建物売却損 7,960千円

土地売却損 49 

車両運搬具売却損 111千円

   

※６．固定資産除却損の内訳 ※６．固定資産除却損の内訳

機械及び装置除却損 2,515千円

工具、器具及び備品除却損 198 

車両運搬具除却損 432千円

工具、器具及び備品除却損 1,982 

※７．役員退任慰労金内規の改訂（平成15年12月１日改

訂）に伴い発生した過年度相当額であります。

※７．　　　　　　　　──────
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①　有価証券

前事業年度（平成15年12月31日現在）及び当事業年度（平成16年12月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

②　税効果会計

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税 30,756千円

原材料 4,267

仕掛品 215

貸倒引当金 4,248

賞与引当金 135,108

未払費用 19,741

合計 194,339

繰延税金資産（固定）

投資有価証券 6,927千円

役員退任慰労引当金 76,046

会員権 18,021

関係会社株式 229,951

建物 671

退職給付引当金 119,626

営業権 2,836

その他 408

合計 454,489

繰延税金負債（固定）

買換資産圧縮特別勘定積立金 7,217千円

その他有価証券評価差額金 15,831

合計 23,048

繰延税金資産（固定）純額 431,440千円

繰延税金資産（流動）

未払事業税 29,865千円

原材料 4,143

仕掛品 9,470

貸倒引当金 4,614

賞与引当金 161,844

未払費用 20,554

その他 6,577

合計 237,070

繰延税金資産（固定）

投資有価証券 22,437千円

役員退任慰労引当金 83,895

会員権 18,102

関係会社株式 282,627

建物 671

退職給付引当金 125,627

その他 396

合計 533,758

繰延税金負債（固定）

買換資産圧縮特別勘定積立金 7,016千円

その他有価証券評価差額金 36,087

合計 43,103

繰延税金資産（固定）純額 490,654千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

と主な差異原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

と主な差異原因

法定実効税率 41.7％

（調整）

住民税均等割額 7.7％

寄付金等の一時差異でない項目 1.2％

税率変更に伴う影響額 2.2％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.3％

法定実効税率 41.7％

（調整）

住民税均等割額 4.5％

寄付金等の一時差異でない項目 0.7％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6％
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第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

３．税率変更について

平成15年３月31日に地方税法等の一部を改正する法律

（平成15年法律第９号）が公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度から法人事業税に外形標準課税

が導入されることになり、法人事業税率が変更されるこ

とになりました。これに伴い、平成17年１月以降に解消

が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産・負債の計

算に使用する法定実効税率が、前期の41.7%から当期は

40.5%に変動いたしました。この結果、貸借対照表の固

定資産の部の「繰延税金資産（固定負債の部の繰延税金

負債控除後）」は12,990千円少なく、資本の部の「その

他有価証券評価差額金（貸方）」は476千円多く、損益

計算書の「法人税等調整額（借方）」は13,466千円多く

計上されております。

　　　　　　　　　　──────
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（１株当たり情報）

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１株当たり純資産額 914円67銭

１株当たり当期純利益 40円34銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 40円25銭

　当会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。

　なお、同会計基準及び適用指針を前会計年度に適用し

て算定した場合の１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。

１株当たり純資産額 884円22銭

１株当たり当期純利益 27円27銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －

１株当たり純資産額   596円86銭

１株当たり当期純利益   58円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   57円38銭

 　　当社は、平成16年２月19日付で株式１株につき1.1株

　 の株式分割を行い、また、平成16年11月19日付で株式

　 １株につき1.5株の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額   554円34銭

１株当たり当期純利益   24円45銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   24円40銭

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

第23期
(自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日)

第24期
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 281,314 619,677

普通株主に帰属しない金額（千円） 42,000 53,000

（うち利益処分による役員賞与金） （42,000） (53,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 239,314 566,677

期中平均株式数（株） 5,932,399 9,769,821

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 12,684 105,377

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成10年３月27日定時株主総会決

議の旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権（ストックオプション）

普通株式45,000株

－
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（重要な後発事象）

第23期
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

第24期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

株式分割

平成15年10月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しております。

 ア．平成16年２月19日付をもって普通株式１株につき

　　 1.1株に分割しました。

　(ア)　分割により増加する株式数

　　　　普通株式　　　599,025株

　(イ)　分割方法

平成15年12月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に記

載された株主の所有株式数を、１株につき1.1株の割合を

もって分割しました。

 イ．配当起算日

　　　平成16年1月1日

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期に

おける1株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した場

合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとお

りとなります。

前事業年度 当事業年度

1株当たり純資産額

803円84銭

1株当たり純資産額

831円52銭

1株当たり当期純利益

24円79銭

1株当たり当期純利益

36円67銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

－

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

36円60銭

────
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